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高等教育期における積極的身体運動の必需に向けて

~現代社会における体育実技関連科目群の果たす役割~
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I.はじめに

今夏 (2008年8月8日"-'24!3)中華人民共和国の首

都北京を主な会場として開催された第 29回夏季オリン

ピック北京オリンヒ。ツク)には、世界の204の国と

地域が参加し、 28競技 302種目が行われ、世界がスポ

ーツの祭典に繋駐し幾多の感動を残し、いくつかの課題

を能えつつも成功裡iこ幕を閉じた。わが国においても、

…ゐ段とスポ}ツに文ずする国民の興味、関心、期待が高ま

った今聞のオリンピックで、もあったといえよう。しかし

オリンヒ。ツクフィーパと言わんばかりに一時の盛り上が

り、あるいは、「勾・流行Jとして闇雲にスポーツ・運動

を行えば良いというものではなし、。

衆知のとおり、スポーツ・運動は人間が積駆的健康を

得るために不可欠な要素の一つであるが、自然発生的に

生理的欲求現象として生起してはこないことから、個人

の自己資任のごとく、その実施には深し唆鵠卒と不断の努

力に委ねられることとなる。しかしわが慣の生活形態・

労働環境等から鑑みると、最卒、強人の裁量の範嬬を超

えているといっても過言ではい。それは現代社会のライ

ブスタイルそのものが個人の判断によらない領域を多く

包含するからに他ならなし、

幼少期から高等教育期にききる教育諸課程において実施さ

れる身体運動 (Physi，伺1Exercise)や身体活動 (Physical

Activity)は、それぞれその後の偶人の身体文化に深く

影響する重要な時期であることに疑いはない。特に言語等

教育期の教科としての“身体運動の学びと実践"は、多

くの学生にとって、最後の機会であると言ってもよい。

まさにこの潟等教育期こそ、将来にわたる通勤習慣の日

常化や生活化を図ることができる知識・技能を養い、生

挺スポーツに誘う恰好の時期でもある。非釘常としての

スポーツ活動ではなく、むしろ生活の中(日常生活)にう

O鈴木英梧(東海大判ド常勤講師)

まく積極的な“身体運動・身体活動"が摂り込まれてい

る意味を持つ“生涯スポーツ (Li会1ntegratedSports) " 

の実践としての重要な機会1)として荷主しなければなら

ない。

本研究は、高等教育期における積極的身体運動の必需

の意味を明らかにし、現代社会における体育実技関連科包

群の来たす役割はどのようなものなのかを明らかにしてい

く。

1I.大学設置基準の大縮化の流れから生じてきた

現行の体育実技関連科目が抱える諸課題

わが国の大学における教養教育(あるいは一般教育)

は、橋本信也によるリベラルアーツ教育を考える On

the Liberal Arts in General Educationをまとめれば、

第二次世界大戦後、大学基準協会による「大学基準jに

よって、米国の大学(主に 1940年代の Harvard

U niversity )のリベラルアーツ教育をモデルとして 1947

年(昭和 22年)に始まった。もちろん米国の GHQの

指令を受けて行われたものであり、同年に制定された学

校教育法によってそれまでのi日制高校、大学T科、高等

師範学校などが廃止され、これに代わって、様々な!日制

高等教育機関を 6・3・3・4制の学校体系のもと、新記IJ

小・中・高等学校それに続く新制大学に一元化し制定さ

れた。大学の目的については、 f大学は、学術の中心とし

て、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授

研究し、知的、道能的及び応用能力を展開させることを

目的とするj と規定し、人間教育の基盤の上に学問研究

と職業人養成を一体化しようとする現念を掲げた。一般

教育科目が重要視されることとなり、これを受け 1956

年(昭和 31年〉に制定された大学設置基準において、

人文・技会・自然の諸科学の3系列均等必修の原則が大

学教育の中に組み込まれた。との目的は、 f豊かな教養と

広い見識を具備した人材育成j を行うもので、あった。

しかしながら、その実施のやで次のようなりから 3)

の問題2)が生じ始めた:

1)各大学において、少人数教育や学生と教員の密接

な交流などの全人的な教育を可能とするための

教員数や施設などの条件整備が十分でなく、多く

の場合、実際の授業は一般教育の現念・目標と黍

離したものになってしまっていたこと



2)一般教育を担当する組織キ教員に、その現念が必

ずしも浸透しておらず、学生にとって一般教育の

内容が高等学校教育の焼き鹿しに映る一方、教員

側にも一般教育の意義や目的が不明確であり、ま

た、専門学部との連携協力も不十分で、あったこと

3)昭和 31年から、大学設置基準の大織化される平

成3年までの大学設置基準においては、人文科学、

社会科学、自然予十学、外国語、保健体宥などの授

業科目の区分や履修単位などが一律に定められて

おり、進学率の上昇に{料、多様化した大学の実態

に適合しなかったこと

こうした問題点を踏まえ、大学審議会の「大学教育の

改善についてJの答申や大学設置基準の大綱牝 [1991

年6月(平成3年)改正錨行は 1991年7月)1により

自己点検寸判!極システムの導入等が提言された。大学設

置基準 19条において f大学は、当該大学、学部及び学

科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授

業科目を開設し、体系的に教育課程を編成するものとす

るj、「教育課殺の編成に当たっては、大学は、学部等の

専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広く深い

教養及。総合的な判断力を培い、豊かな人間性を瓶養す

るように適切に白調、しなければならなしリとし、教育課

程の重要性を明言した。これを受け、一般教育等の科目

である三系列(人文科学、社会科学、自然科学)、外国語、

保健体育の明確な区分化が姿を指し、これに対応する形

態で、一般教育関連科目の卒業要件となる必要単位数や

必要科目数の規制も大幅に緩和されることとなった。そ

の結果、各大学は学部教育を自由に編成でき、多様で特

色の有るカリキュラムの構成が一段と可能となり、各大

学で従来の専門教脊と一般教育との相互乗り入れが実現

した。

大学設置基準の大綱化により、1)各大学における教

養教育の改革の取り組みを促進させ、多くの大学におけ

るf教養教育の“くさひ型"のカリキュラム編成等の教育J

と「専門教育の“一貫教育，Jの実摘、 2)特色のある授

業科目の導入、 3)カリキュラム改革による授業科自選

択肢の拡大によるセメスター制の導入、 4)学生による

授業言判部等を通して指導方法等の改善、等々の取り組み

を行う大学が増加するなど、新たな改革の変化がみられ

た。さらに 1999年(平成立年)の大学設置基準により

以下のような:

1)各大学の自己保検・2軒高の義務付

2)麗修科目登録単位数の上限設定

3)教育の質向上のため、ブァカルティー・デ、イベロツ

プメント (FacultyDevelopment ; FD)の努力義務化

等の改正3)が行われた。

大綱化の当初のねらし刊は、 rQ)各大学が一般教育科

目と専門科目との密接な連携を閣りながら、カリキュラ

ム全体を通して“学問のすそ野を広げ、様々な角度から

物事を見ることができる能力や、自主的・総合的に考え、

的確に判断する能力、豊かな人間性を養い、自分の知識

や人生を社会との関係で位置付けることのできる人材を

育てる"という教養教育の理念・図的合理解させること、

②大学のカリキュラム構造の多角化が益々進行し、なお

かつ各大学で、異なる教育理念・教育環境の中で、一般教

育の在り方を一律に規制することが国難となり、規制緩

和による自主的な改革の取り組みを促進させることで、

学士課程教育の革新及び多様化を期待し、 一般教育を柱

とする教育課程の編成により、学部における専門教脊が

改革されることj で、あった。

しかし大綱化を契機としてカリキュラム改革や教育

組織の見底しが進展する一方、結果的には当初の目的か

ら:1f暗合することとなり、カリキュラム改事で顕著に見ら

れる動向は、従来の一般教育科目の著しい減少傾向、お

よび一般教育の思念の軽視傾向へとす~すんだ。加えて、

一般教育の必要性・重要性は強調されてはし、るものの、

実際の教育現場において、むしろ学部教育は事実上専門

教育を重視する傾向へと移行することとなり、特に保

健・体育実技関連科ロは、この大綱化により関i附ヰロ数

を大きく減少させる科目群5) となった。

このように大学設置基準の大綱化、その後の改正を踏

まえて、多くの大学・短期大学において一般教育・教養

教育の多様なカリキュラム改革が積極的に実鈍されたが、

次のような新しい課題6)

0教養教育の位置づけを暖昧にしたまま、教養教育に関

するカリキュラムを安易に削減した大学が存在する

0教養教育に対する個々の教員の意識改革が十分に進ん

でおらず、ともすれば導門教育が重要で教養教育を面

倒な義務と考える教員が柄主する

。教養教育を担当する教員が積極的に取り組むインセン

ティブが不十分なために具体的な教育方法や内容の

改善が進んでいない

。教養部に代わって設置された教養教育の実施鰍裁の学

内での賞{捕ま制が明確でなく、その結果教養教育の改

善が全学的取り組みとなっていない

0学生の倹!Jにも教養教育を含め学部4年間の教育にたけ品

る呂的意識が明確で、はなく、教養教育に熱心に取り組

む意欲が乏しい

なども抱えることとなった。



Ill.高等教育期における体育実技関連科告の

教育内容及て滞導形態の再考

大学進学年齢である 18歳入口の減少と共に大学全入

g割支が到来した。その結果、学生の学習意欲の低下も散

見され、大学及び大学教員はこれまで以上iこ個々の学生

に対する学習の動機付けと学習意欲を駆り立てる指導方

法や指導内容の再考が喫緊の課題とされている。各大学

が学生に対しより高い目的意識と学習意欲を持たせ、組

織的に充実した教育活動を展開していくには、各教員が

共通理解を持ちつつ具体的な教育と適切な教育指導の実

践が必要となっている。学習者の視点、に立ち理解しやす

い授業展開を模索しながら教育の質を確実に確保するた

め、具体策のーっとして、 FD(= Faculty Development ; 

大学における教育活動の中核である授業の実態を確実に

把握することを基本とし、その上で大学の組織的教育活

動に対する言判断及び個々の教員の教育活動iこ対する言利回

を行い、教育内容等を改善することを罰的とし、教員の

資質向上を{起す教員の組織的な研究及て期修)が導入さ

れた。文部科学名、が 2005年に実施した調査では大学全

体の 81%(575大学)が実施し、 2008年度からは全て

の大学・短期大学にFDを義務付けている。

また、各科医担当教員が学生に対してあらかじめ授業

における学習目的や目標達成のための授業の方法・計画

を明確に示すとともに、学生が自主性を持ち事前に行う

予習や事後の復習を行えるよう教授細目 (8yllabus)を

適拐に示す形態が整うこととなった。授業内容およひ寝

業進行の明確化により、、ンラパス作成を通して当該授業

科尽の中心あるいは核となるカリキュラム (Core

Curriculum)とそれに関連する屑辺カリキュラム(Para

Cぽ riculum)を考慮したカリキュラムの範囲 (8∞pe)と

論理的)1浜序 (8equence) 7)が提示されることが促され

た。しかしながら、授業形態とすればパフォーミングア

ートの領域に近似の大学における体育実技関連科目群に

おいては、計画した、ンラパス通りに授業展開することの

難しさも生じている。課外活動として行われる特定のス

ポーツ種目を行う部活動と異なり、体育実技関連科自の

授業では、個々人の運動経験・運動能力・体力等様々な

異なったレベルの学生が混在している。換言すれば、技

能の達成度や修得度を高めるために、本来、約束事とし

て提示された、ンラパスとは少なからず異なる形態で授業

展開・進行を余犠なくされる隠されたカリキュラムとも

うべきHiddenCurriculumを実施せざるを得なし、実

態、が的主する。このことが特に学習目的や呂標達成の畷

味さを醸し出す結果ともなり、コースや学科の中に科目

として設費されている適合性の観点、から、

Accountability やA∞reditationが課題となる。これら

2語につし、ては、この種の教育の場面で、はAωuntability

が単純に説明責任などと訳されるべきものではなく、む

しろ約束事に対する十分な実任を果たしているかとし、う

意味に捉えられるべきで、そこに教育の Acむreditation

としての信頼性が生まれるといえる。

大織化による様々な体育実技関連科目の名称の多様

化(例えば、同様な語の使用で、あっても、健康スポーツ、

健康とスポーツ;健康・スポーツ等)が、科目の本質的

意味の誤解(本質からの恭瞬へと繋がっている。これら

の多様化している科白名称に対し、どのように評備し、

整理すべきカ吟後の課題としても、少なくとも学生にと

ってその科医の履修の必要性や価値、科目設置の目的を

改めて明確に提示し、理解を促さなければならない

える。“これまでの断γとは異なり、“これからの附γ
は、 5齢、意識とともに際心を持たなければ、 8常生活の

中で明らかに身体運動を必要としない生活様式(ライブ

スタイル)に留まることとなる。今までの身体運動への

関心とこれからの身体運動の必要性に突ける関心の異な

りは歴然としていて、生活習慣病の若年化等も含めて誰

もが認識していることに疑いはない。しかしその言商議と

現実とは裏腹で、大学では運動は特定の学生のみが実施

すればよいと考え勝ちで、全ての学生にとって必要不可

欠なものとは考えられていない。このことは学生に限っ

たことではなく、多くの学部教員もまた同じ考え方の額

向が強い。

通常、健康度の高い青年期において、姻人の関心や興

味あるいは志向によって包的的に体育実技関連科自の履

修が行われるとすれば、身体運動を手段化してきた従来

の体脊(体育実技関連科目)から、これからの教育カリキ

ュラムでは、その内容そ形態を十分に再考する必要があ

る。目的的である“活動の楽しさや面白さ"を結えなが

ら、手段的でみる“健康の維持や体力の増進"も不可欠

なねらいとして組合し、両者の比率・割合を勘案しなが

らさらに生謹スポーツに誘う種目活動の諸技術の向上を

進めてし、く教育内容と形態が考えられるべきである。

ファインアートとは異なり、時間的経過とともに消失

を余儀なくされる形態のパフォーミングアートの領域に

近似な体育実技関連科呂群において“動機付け

倒 otivation}"と“準備性(Readiness)"を理解したう

えで、身体の教育(Edu伺 tionof the Physical)と身体活動

を通しての教育(Educationthrough the Physical 

Activities)である高等教育期における体育実技関連科目

の教育内容及。滞導形態の再考が望まれる。

V.結びにかえて

スポーツ・運動は人間が積極的健康を得るために不可



欠な要素であるとともに、倍々人が高い意識のもと自ら

運動する機会を創意工夫し、ライフステージ毎に適した

身体活動を継続していかなければならないものである。

高等教育を卒業・修了し社会人として生きることにな

るが、生活環境が大きく変わり、労働条件等も影響し、

スポーツ・運動の実施を臨害する要因が震なり、運動の

機会が減少し、運動時間の確保キ'新たに運動を始めるき

っかけを創ることさえも閤難になる。生涯スポーツへの

誘いとして“最終的な身体運動の機会提供"となる高等

教育機関における教育として行われる官育実技関溺ヰ

白"の重要性・価値があると言える。義務教育を修了し

社会に出る者、その後の高等学校を終え社会に出る者、

あるいは高等教育機関に進む者と多織であり、研究科¥

の進学をする者もいるが多くの学生にとって大学におけ

る教育課程での教科として体育実技関連科目群いわゆる

身体運動の学びと実践は最後の機会であると言っても

過言ではない。この機会に、将来にわたる運動習慣の生

活化を密ることができる知識・技能を養い、生活の中に

スポーツ活動が組み込まれている意味を有する“生渡ス

ポーツ(ェμfeIntegrated Sports) "を可能にする意欲・

認識を高める教育活動が不可欠となる。

大綱化では、一般教育科目の軽視化、特に保健体育科

尽などの減少による諸課題を踏まえ、教育振興基本計画

のなかで、 f“健やかな体を育む教育の推進"が掲げられ、

豊かな心と健やかな体を備え持つ人間の育成を留るため

には、体育をはじめとする教育が必要で、あるJ8)ことも

明確にされた。“健やかな体"を獲得し、充実した人生を

送るには、幼少年期から適切な身体運動 (PhySI!伺1

Exercise)や身体活動 (PhysicalActivity)を行うとと

もに「知育・徳育・体育Jのバランスの取れた成長を促

すための教育も極めて重要である。また、生漉にわたり、

運動を楽しみ、親しむための技能や意欲を積撞的に育成

するとともに、スポーツ・運動をお常生活の中に取り込

む、いわゆる“生活習噴化"させる工夫と努力が求めら

れている。

このよう観保について中央教育審議会的も以下:

0体力やスポーツの理解を深めるための教育の充実

。自ら体を動かすようになるための動機付けへの工夫

。運動する機会の確保

。教員や指導者の養成と確保

。スポーツにおける学校と地域連携の推進

。より高い競技レベルに到達するための機会確保

について検討事項として掲げている。

(個々人が健康で、生活を送るために必要となる体力や

スポーツの重要性についての理解を深めるための教育と、

自らが積樹切こ身体を動かす機会と動機付けを行う教育

環境の拡充が必要となるが、生涯スポーツとして運動を

継続していく機会を確保するためには、個人の意識改革

はもとより、行政による総合型地域スポーツクラブ等の

政策的啓発や普及をさらに展開していく必要があると考

える。

運動を継続的に行っている学生にも、あるいは個人の

嫌々な要因により現在まで、運動する機会をあまり持ち得

なかった学生にとっても、教育の最終的な期間で、ある高

等教育期で行われる体育実技関連科目群の履修は、積極

的身体運動に対する正しい理解や必要運動量の被保のみ

ならず、将来の継炉品なスポーツ.1軍動の実施につなが

るスポーツ活動・運動の楽しさやおもしろさを獲得する

最後の機会でもある。そのような“動機付け・きっかけ"

を与えることにより、生渡スポーツ(ニLi会 Integratβd

Sports)へと誘う役割を果たす必需的な科目群であろう。

単に体育実技龍連科目の単位を取得すればよいのでは

なく、継較調な運動により、全ての人々が迎える中高年

期において“健康寿命" 10)を延ばすうえでも若い世代

である高等教育期における至適運動の実施はその後の生

活に多大な影響を与えるものであることに疑いはなし、
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